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III）　「再生産と競争の複眼的視座」と「本来の資本過剰論」
　　　　　　逢坂充血の所説に関連して
1）　「再生産と競争の複眼的視座」
　逢坂氏は，『資本論』体系の根本視座について，それは，「『再生産』と『競
争』という，この双方の問題意識ないしは視角の有機的連繋にある」のであ
り，「この両者は，切り離しえないペアとして，まさに不可分なものであり，
そうしたものとして『再生産と競争』の複眼的視座をなす」（［5］7頁）も
のであるとされた上で，然るに，そのような「視座」は，『資本論』の「体系
的な有機的統一性を保証しうるような方法，それ故に高次の問題領域を展望
し展開しうるような方法的視座」（［5］7頁）を与えるものでもあるとされ
るのである。逢坂氏は，『資本論』の体系から「『再生産と競争』の有機的連
繋と統一を保証するような新たな理論」（［5］8頁）を創出できるような手
掛かりを得ようとされているのであり，その「新たな理論」の方法論的基礎
を「資本循環論と利潤率の低下法則論」に求める必要があるとされるのであ
る。逢坂氏の場合，この「資本循環論と利潤率の低下法則論」を特に問題に
するということは，同時に，「『資本論』第2部と第3部との関連性を問う」
という「方法論上の問題」（［5］8頁）に対しての解答を模索するというこ
とでもあるのである。
　ここで，逢坂氏は，「再生産」と「競争」とは，単に『資本論』第2部第3
編，第3部第2編を意味するものではないとされる。「再生産」の理論とは，
「生産から消費へ，そして再び生産へと回帰し連続する過程としての社会的
再生産が特殊に歴史的な資本主義的再生産の過程として，どのように構成さ
れ，又秩序づけられているか，あるいはどのような特殊的諸契機によって支
配され，社会的に統合されているか」（［5］6頁）ということを固有の諸問
題とするもののことであるとされる。それは，資本制的再生産を構造的に考
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察することによってその特殊的歴史的性格を嚢底しょうというものであり，
いわば構造論とされているものに照応するといえよう。
　これに対して，「競争」の理論とは，「ブルジョア社会の現実の運動と動態
の過程を諸資本の競争の展開として解明」しょうとするものであり，「資本の
競争関係がこの生産様式の歴史的任務であり，かつ弁明理由でもある労働の
社会的生産力の発展をいかに現実化するか」（［5］6～7頁）ということ，
従って，社会的生産力の発展の特殊的歴史的性格の解明を課題とするもので
あるとされる。逢坂氏は，「競争」の理論においては，「資本相互の競争が一
面では，生産力の発展を推進する，極めて進歩的でポジティヴな性格を担っ
ていると同時に，他面ではしかし，同じ競争がその生産力の理不尽な破壊や
蕩尽を，『資本の過剰と人口の過剰』との併存として現実化するような，ネガ
ティヴな性格をも合わせもつ」（［5］7頁）ということ，従って，「諸資本の
競争」を「二面的性格」におけるものとして現実的に解明することが問題で
あるとされるのである。然るに，その「諸資本の競争」の「二画面性格」と
は，資本蓄積の現実的運動過程においては対立的二過程として，即ち，資本
蓄積の加速的過程と減速的過程とに，好況過程と不況過程とに顕在化してい
くのであり，それ故，「諸資本の競争」論は，資本蓄積の現実的循環過程，短
期的動態過程を直接の考察対象とされねばならないのである。従来，動態論
とされてきたものはこのような理論的課題を問題にしてきたのである。それ
故，逢坂氏においては，「再生産」論と「競争」論の関係の問題とは，「トレ
ンドとサイクルとの関連性如何」ということを明らかにすることであD，「構
造に対する動態の関連」（［5］149頁）を問うということの問題として理解さ
れているのである。その際，逢坂氏は，その場合の「困難」は，この構造と
動態という理論的性格を異にする「両体系を如何にして総合して統一的に把
握するか」（［5］323頁）ということであるとされるのである。構造と動態の
統一的把握というその「困難」な課題が，逢坂氏においては如何に解決され
ているのかということを検討することが，本稿の課題でもある。
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　ところで，逢坂氏は，「競争の問題の一層の展開が必然的に再生産の視角を
要求する」（［5］12頁）ことになるのであり，「構造論は動態の観点にも裏付
けられてこそ，その内容が真に認識されうるであろうし，他方，動態論の展
開は構造の視角を抜きにしてはおよそ動態たりえない」（［5］151頁）とされ
ている。構造と動態とを相互規定的関係において把握することの重要性が強
調されているのであるが，そのような視点において，再生産と競争を「有機
的連繋」において展開するということは，「その再生産過程が競争の理論へと
連繋しうる方法論的展望を積極的に内具するもの」としての理論の構築を意
図するものであり，それ故，「競争論の展開にとって不可欠な再生産過程の動
態的特質についても明らかにする」（［5］12頁）ことが必要であるとされ，
「再生産過程の動態的特質」を理論的に規定するものとして『資本論』第2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）部における資本循環論を検討することがまず必要であるとされるのである。
　逢坂氏は，マルクスの資本循環論展開の意図について，それは，「再生産過
程は本質的に動態的過程である」ということを理論的に規定することであり，
それ故，「再生産過程の動態的特質」（［5］12頁）としての把握こそが資本循
環論の結論であるとされ，「資本循環論の喫緊の課題」は，「資本主義的再生
産の運動諸契機である『生産と消費の社会的性格』の究明」にあるとされる
のであり，「この考察をまってはじめて，真に（『資本論』第2部）第3編の
『社会的総資本の再生産と流通』論の理論的性格をも正しく理解することが
できる」（［5］6頁）に至るとされている。問題は，このように，再生産論の
課題の一つが動態論にあるとして設定されたことに対して，逢坂氏自身が如
何なる解答を用意されたのかということである。
　ところで，『資本論』第2部第1編の「資本循環論」は，その成立過程から
見れば，「資本の流通過程」の論理構造を確定せしめたものである。現行の「資
（7）　「資本循環論」の成立については，拙著『再生産表式論の研究』第1編第4章，又そ
　の再生産表式論に対する意義については，第2編第5章において問題にしたことがある。
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本の循環論」の草稿が執筆されたのは，1877年以降のことであり，『資本論』
第2部の第5稿においてである。『資本論』第2部の草稿を編集したエンゲル
スは，第5稿について，それは，「最初の4章を含んでいるが，まだほとんど
完成されていない。本質的な論点が本文の下の註で取り扱われている。素材
が集められただけで選別されていないが，しかもそれが第1編のこの最重要
部分の最後の完全な叙述である」（Kap．2．5）としている。資本循環論は，そ
のものとしては未完成であるということは，「資本の流通過程」の論理構造を
検討するに際して大きな問題を残すものであるが，それは別としてもエンゲ
ルスは，資本循環論を確立させようとしたのであり，そのことによって，第
2部「資本の流通過程」は，社会的総資本の運動を総体として考察する抽象
から具体への論理の上向の一過程として，従って，第1部に対して，より具
体的であり，より論理次元の高い地位に立つものとして位置付けられること
になったのである。それ故，再生産表式の理論的性格規定を明確にし，「再生
産過程の動態的特質」としての把握を問題にするためにも，「資本循環論」の
検討は不可欠であったのであり，逢坂氏の当初の意図は，それ自体としては
評価されねばならないものといえよう。
　逢坂氏が資本循環論を検討して引き出された結論は，次のように，産業資
本の現実的総循環過程とは，「三循環の連続性」と「対立を含む統一性」とい
うことである。
　「産業資本の総過程の内に本質的に統一をなしている生産過程と流通過程
とは，生産の連続化とそのための三循環の併存によって互いに自立化し，い
まや両過程は相並んで運動する。そして自立化した流通の内には，一方のG…
Gと他方のW’…Wとが資本の総循環によって対立や矛盾の契機を孕んで機
能する」（［5］108頁）。
　ここでは，逢坂氏は，「資本の流通過程」における「対立や矛盾」が商品資
本循環の運動が貨幣資本循環の運動によって撹乱されることに生じるものと
して理解されているのである。しかし，そこで必要なことは，産業資本の現
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実的野循環過程が三循環の連続性と統一性として規定されるということに留
まるのではなく，そのように規定されることによって産業資本の総循環過程
の考察が如何に理論的に行われうるものとされねばならないかを明確にする
ことであったのである。「三循環の連続性」と「統一性」として規定されるこ
とによって，産業資本の循環過程の理論的考察が如何に深められることにな
るのかということである。しかし，そのような試みは，逢坂氏には全く存し
ないのである。資本循環論の検討が再生産論の理論的規定とは全く別の意義
をもっかのように扱われているのである。それは逢坂氏の所説において資本
循環論の検討の意義を大きく減じることにもなっているのである。
　次いで，逢坂氏は，これまで「その（第2部第3編の）展開視角は，W’・・
W’の循環形態であった。だが，社会的総資本の総循環過程もまた，三循環の
現実的『統一』と対立を含んでいる以上，そうした視角からする考察が付加
されねばならない」（［5］114頁）とされるのである。即ち，理論的性格が正
しく把握された再生産（表式）論とは，商品資本循環の運動のみならず，貨
幣資本循環の運動によっても生産資本循環の運動によっても規定されるもの
として，それ故，三循環の連続性と統一性を含むものとして理解されねばな
らないということである。社会的総資本の再生産過程の考察とは，構造論的
分析のみならず，動態論的分析をも含むということである。それ故，そこで
必要なことは，三楽章の連続性と統一性を反映するものとして把握される再
生産表式論とは如何なる理論的内容におけるものであるのか，或は，動態的
特質を表現するものとしての「再生産の条件」とは如何に再構成されるのか
ということを実際に展開してみることであったのである。即ち，再生産表式
論を構造論と動態論とにおいて再構成するということである。しかし，逢坂
氏は，そのような試みについては，全く問題にされていないのである。それ
は，逢坂氏が鋭意検討された資本循環論の考察を全く意味のないものとして
しまっているのである。少なくとも，『再生産と競争の理論』において，資本
循環論の考察の意義を再生産論との関連で具体的に問題にしたということは
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見当たらないといえよっ。
　確かに，「再生産過程の動態的特質」としての把握は，重要である，とはいえ，
それはかならずしも逢坂氏において初めて行なわれたというものではない。
再生産論の動態化，或は，再生産表式の産業循環の動態過程解明への適用に
ついては従来とも試みられてきたテーマであったのである。そこで逢坂氏に
とってまず必要とされたことは，資本制的再生産過程の動態的特質を反映し
うるものとしての再生産表式とは如何に再構成されうるかを明らかにするこ
とであり，再生産表式の動態論的展開ということであったのである。逢坂氏
において，この再生産表式論についての再構成，従って，資本制生産の動態
的過程を把握し，解明することのできるものとしての再生産論の展開につい
ての試みが全く欠落しているところに，社会的生産力の発展の「許容範囲」
を規定し，「過剰資本」析出の基準を意味するものとして「再生産の諸条件」
を設定されるという誤りを犯すことにもなったのである。資本蓄積の循環的
変動の過程を構造的古制において把握するためには，再生産表式論の動態化
を試みることは必要不可欠なのであるが，そのような試みを欠いたところに，
或は，その必要性が全く理解されなかったところに逢坂氏の所説が致命的な
欠陥をもつことにもなったのである。
　ところで，「再生産過程の動態的特質」を把握しうるものとしての理論を展
開するということは，再生産論の動態化ということでもある。逢坂氏におい
ては，当初，構造論と動態論との関連の問題ということは，「『資本論』第2
部と第3部との関連を問う」ということであるとされていることでも解るよ
うに，再生産論とは内容的には構造論を意味するものとして理解されていた
のである。しかし，その著書の第1編における資本循環論の検討を通して，
再生産論の動態論的再構成こそが「諸資本の競争」の理論を展開するために
は不可欠であると論定されたのである。然るに，再生産論が動態論的分析を
も含むということになれば，再生産論そのものが，構造論的分析と動態論的
分析の二面を含むものとして再構成されるということに他ならないのである。
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換言すれば，逢坂氏の所説においては，再生産論は今や社会的再生産の過程
を一方では構造論的に分析することと，他方では動態論的に分析することの
両者を含むものとして理解されねばならないということである。それは，当
初の「『資本論』第2部と第3部との関連を問う」ということが問題なのでは
なく，『資本論』の第2部自体の論理段階においてすら構造論的分析と動態論
的分析の二様の資本蓄積の運動についての考察を必要とするということとし
て理解されねばならないということである。然るに，再生産論がそのように
構造論と動態論の二面的な分析を含むものとして理解されるならば，「再生産
と競争」の「有機的連繋と統一」という課題設定自体が成立しないというこ
とでもあり，それは又，「再生産と競争の理論」として『資本論』第3部にお
ける利潤率の傾向的低下の法則を再構成するという課題が恐慌論の体系構成
としては極めて一面的であるという限界を最：初から内包するということでも
ある。
　逢坂氏は，その著書において主要な課題とされたことは，「利潤率の傾向的
低下の法則の内的諸矛盾の展開」論を「競争の理論」として「大胆に読み込
み，かつ再構想しようとする」（［5］7頁）ということである。即ち，その
「本来の課題」とされていることは，「再生産論と利潤率低下法則との『結び
付き』を考察すること」（［5］362頁）なのであり，「利潤率の低下法則論と
再生産論とは，論理次元を異にした問題であるが，この論理次元の相違を充
分弁えた上で，いったいこの両者，利潤率の低下法則論と再生産論とは一そ
れらが全く無関係ではない限り一方法論上どのように『結び付けられるべき』
かという新たな問題が次に問われねばならない」（［5］361頁）ということで
あるとされるのである。ここで，「競争の理論」として「大胆に読み込まれた」
利潤率の低下法則論と再生産論とを結び付けるとされる揚合，その再生産論
とは，逢坂氏が想定されているのは，その必要性を結論された動態的に再構
成されたものとしての再生産論ではなく，従来とも理解されてきた構造論的
性格におけるもののことなのである。再生産論の理論的性格が構造論的なも
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のとして固定的に把握されているが故に，「利潤率の低下法則論と再生産論と
の結び付き」ということが課題として設定されえたのである。ここでも，資
本循環論の検討の成果が全く生かされていないのを指摘することができるの
である。
　かくて，逢坂氏は，利潤率低下法則を「競争の理論」として展開すること
によって，それと再生産論との結び付きを問題にすることができるとされる
のである。「再生産と競争の有機的連繋」とは，「利潤率低下法則」の「内的
矛盾の展開」を構造論と動態論との「統一」において行なうということとし
て理解されているのである。それ故，次の問題は，「利潤率の低下法則論と再
生産論との結び付き」を如何なるものとして具体的に展開されているのかと
いうことである。
　ところで，経済学の方法論上の問題の一つは，アダム・スミス以来多くの
議論が積み重ねられてきた構造論的考察と動態論的考察の関連性を問うとい
うことである。スミスの「国富論』についてのマルクスの評価も，この方法
論上の問題関心に対してのスミスの展開にあるといえよう。古典派経済学の
検討においてマルクスの問題関心の一つがこの構造と動態の関連性を問うこ
とにあったともいえるのである。又，「経済学批判体系」プランの編成に際し
てマルクスは，当初「資本一般」と「諸資本の競争」との論理的関連性を問
うということとして問題を提起しているのである。しかし，そのような構想
自体も古典派的限界を越えるものではなかったのであり，それ故，それは，
一方面は，両者の関連性の規定を理論的に明確にすることと，他方では，「資
本制生産の一般的分析」をより体系的に展開しようとすることとの両面に亙
る研究の過程を通して，当初プランの構想は変更されることになったのであ
る。1850年代の「経済学批判体系」プランを特徴付ける「資本一般」と「諸
資本の競争」とは，単に構造的分析と動態的分析として再編成されるに留ま
らず，構造と動態の「円環的関係」を新たな構想において把握することが試
みられたのである。それには，比較的遅い時期に属する『資本論』第3部第
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3編の草稿の執筆や第1部第7編の清書，第2版における改訂という研究の
深化過程を必要としたのである。かくて，構造と動態の両者の論理的連関性
が明確にされていくという方法論上の展開を前提として，現行『資本論』体
系が確立されるに至ったということができるのである。そこにいわゆる「プ
ラン問題」が単なる文献詮索の問題ではなく，経済学の方法論上の問題に関
わるとされる理由が存するのである。
　逢坂氏は，「再生産論と競争論との有機的連繋」とは利潤率低下法則と再生
産論とを結び付けるということであるとされるのであるが，それは同時に，
「好況局面の本質的な問題」（［5］559頁）でもあるとされている。換言すれ
ば，逢坂氏の指摘される「再生産論と競争論との有機的連繋」＝「再生産と競
争の複眼的視座」とは，「『資本論』第2部と第3部との関連性を問う」とい
う方法論上の問題として提起されながら，一転して産業循環過程の一局面で
ある好況期の分析方法に関わる問題に還元されてしまっているということで
ある。複雑多岐に亙る資本制経済を理論的に如何に再構成して認識するかと
いう方法論上の問題と好況過程を分析するという問題とは，自ら別個のもの
である。それにも関わらず逢坂氏は，両者を区別することなく，同一視され
てしまっているのである。その区別に対しての認識が存しないが故に，構造
論と動態論の「統一」が課題として設定されることにもなったともいえよう。
　かくて，逢坂氏の主張されている「再生産と競争の複眼的視座」というこ
とをより単純化して言えば，好況過程の考察に際して「諸資本の競争」の視
角においてのみ資本蓄積の運動を分析するのではなく，その資本蓄積の加速
的運動に対して一定の制限を画するものとして「再生産の条件」をも考慮に
入れる必要があるということである。「再生産と競争」の「有機的連繋」，或
は，構造論と動態論との体系上における「統一」を意図するものとして問題
が提起されたとはいえ，その現実の展開は，一定の方法的制約の下における
好況過程の機構的解明ということに還元されてしまっているのである。恐慌
論研究において好況過程を機構的に解明するということは極めて重要であり，
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好況過程を分析する意義の重要性を否定するものではない。とはいえ，『資本
論』第3部「利潤論」の論理次元において好況過程を分析対象として設定す
る場合，その分析に際しては，一方では社会的総資本の再生産過程における
考察が前提されることによって，他方では市場価格範疇の問題であることに
よって，再生産論的視角と競争論的視角の両者が論理的に要請されることに
なるのである。「利潤論」の次元における好況過程の分析として，当初から課
題設定が行われるならば，改めて「再生産と競争」の「有機的連繋」と「統
一」という方法論上の問題を提起すること自体の意義が問われねばならない
ということである。
　ところで，構造論的分析視角と動態論的分析視角との「複眼的視座」にお
いて，恐慌によって中断されるとはいえ循環的に変動しながら発展と拡大を
遂げていく資本制生産を考察することは不可欠である。とはいえ，資本蓄積
の運動過程を構造的分析視角において考察する場合の理論的前提と，動態的
分析視角において考察する場合の理論的前提とは全く相違するのである。例
えば，前者の考察に際しては需要と供給は一致するとされ，商品は価値通り
に販売されるとされているのであり，それ故，生産価格から乖離する市場価
格の変動は生じないものとされるのである。これに対して，後者の考察に際
しては，主として資本蓄積の変動によって惹起される需要と供給の不均衡が
積極的に問題にされ，その需要と供給の不均衡によって惹起される市場価格
の変動と，それが更には市場利潤率の変動を媒介として資本蓄積の運動に反
作用するという運動機構が問題にされることになるのである。資本蓄積の循
環的変動の機構を解明するとはいえ，そこでの需要と供給とは無規定なもの
ではなく，社会的再生産の実態に規定されたものとして考察対象とされねば
ならないのであるが，そのような意味における需要と供給が不均衡になると
いうことが動態論においては問題なのである。
　構造論と動態論との両者の理論的前提が相違していることは，同時に両者
には固有の課題が存するということでもある。構造論的考察においては，資
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本制生産は長期的に発展と拡大を遂げていくものであり，資本制生産は固有
の矛盾を含むものであるとはいえ，生産力の上昇が可能であるということを
解明し，それが如何なる運動態様＝資本蓄積の長期的軌道において実現され
ていくかを解明するということが課題とされるのである。その意味では，構
造論的考察は長期的動態論を含むということもできるのである。それは，資
本制生産の歴史的使命が生産力の発展にあることを解明しようとするもので
ある。これに対して，動態論的考察においては，資本制生産はそれに固有な
内在的な矛盾を含むが故に，周期的，循環的変動の転変の形姿をとらざるを
えないのであり，そのような資本制生産の矛盾にみちた運動形態である循環
的変動の運動機構を通して，資本制生産がその存立の諸契機を確保していく
ことを解明することが課題とされるのである。
　かくて，「再生産と競争」，或は，「構造分析と動態分析」とにおける「有機
的連繋」と「統一」という場合，それが単に資本制生産の考察に対する一つ
の視座というに留まらず，新たな理論体系の展開が構想されることを意味す
るものとすれば，需要と供給の均衡していることが分析の前提とされている
理論と，それらの不均衡こそが分析の対象とされ，重要な役割を果たすもの
とされている理論との「統一」とは如何にして可能であるかという，理論的
には「より困難」な問題を生み出すことになるのである。更には，そのよう
な「統一」の試みは，構造論と動態論の固有の課題すら不明確にすることに
なるものといえよう。それ故，「再生産と競争」の「統一」が理論的に可能で
ありうるのは，両者の理論的前提を無視した場合のみである。構造論と動態
論の内容を理論的に厳密に規定しない限りにおいて両者の「統一」が主張さ
れうるということなのである。
　構造論と動態論の関係を考察する場合に，逢坂氏は，「生産力の発展という
長期的動態因」が「競争を通してそれ自体の価値の内に」（［5］227頁）如何
なる変化を惹起するかということとして，従って，長期的動態としての構造
論における問題が短期的循環としての動態論を規定することとして問題にさ
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れるのである。このような構造論と動態論との関係の把握の仕方が逢坂氏の
所説では問題であったのである。長期的動態とは社会的総資本の運動に関わ
る問題であり，それ故，長期的動態因としての生産力の発展に関わる問題も，
個別資本における生産力の発展としてではなく社会的総資本における生産力
の発展として理解されねばならないのである。そのような社会的総資本にお
ける生産力の発展は，個別資本の蓄積によって惹起される産業循環運動の結
果として，長期的にのみ達成されていくのである。現実的には産業循環過程
において個別資本が利潤追求を唯一の推進動機として，新鋭の機械設備の導
入を行なうのであり，そのような個別資本の蓄積運動を通して，結果として
社会的総資本の生産力の発展が行なわれることになるのである。社会的総資
本が何等かの意志に基いて，或は，杜会的意志として生産力の発展が行なわ
れるということではないのである。それ故，構造論と動態論の間には，「円環
的関係」が存在するとはいえ，それは相互規定的な関係ではなく，因果的な
関係なのであり，しかも，動態論的諸契機が構造論の問題を規定していくこ
ととして理解されねばならないのである。両者の間には，逢坂氏の理解とは
逆に個別資本において導入される新鋭の機械設備が如何に社会的に支配的な
生産力体系として確立されるかという因果的関係が存するのである。逢坂氏
は，「（従来の）恐慌論においても生産力の発展という長期的動因契機が不当
に軽視されている」（［5］229～30頁）として恐慌論研究において社会的総資
本の生産力の発展という問題が十分に議論されてこなかったことを論難され
ているのであるが，そのような論難は逢坂氏において構造が動態を規定する
ものとして，社会的生産力の発展が個別資本の運動を規定するものとして把
握されたことによるものであり，構造論と動態論との関係の理解が逆転して
いることと密接に関連していると言えよう。
　勿論資本蓄積における構造的契機がその循環的動態運動を規定するとい
うことは，深く考察される必要のある課題である。しかし，それは，動態が
構造を規定するという因果の連鎖が解明された上での問題である。構造論と
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動態論における「円環的関係」とされることも，相関的なものとしてではな
く，因果的なものとして，しかも短期的動因の契機による長期的動因に及ぼ
す影響の問題として構想される必要があるといえよう。
　最後に，逢坂氏は，以上のような理論的には前提条件を異にする「再生産」
の理論と「競争」の理論とを「有機的連繋」において把握し，「統一」を試み
るということは，「『資本論』体系を越えた未知の新しい理論領域に赴く」（［5］
213頁）ということであるとされるのであり，更には，「『再生産と競争の理論』
を足場にして，今後，信用の問題を，そして『競争と信用』の積極的な展開
をおし進めて，清新な産業循環の理論を構想しなければならない」（［5］584～5
頁）とされているのである。
　資本制経済の総体的把握を一つの理論的編成において行なおうとしたのは，
マルクスの「経済学批判体系」プランであるが，それ故，そのプランをどの
ようなものとして完成させるかということは，マルクスの経済学を学ぶ者に
とっては重大な問題であったのである。それは，マルクス自身の手になる草
稿である『資本論』に続いて如何なる理論が展開されるべきかという問題で
あり，いわゆる「プラン問題」としてこれまで議論されてきたところのもの
である。「プラン問題」は，直接的には『資本論』の理論的性格を如何に規定
するかということで議論されたのであり，大きく分けてマルクスのプランに
おける「資本一般」編のみを実現したものであるとするものと，プランの前半の
3部門（資本，土地所有，賃労働）を基本的には包括しているとするものとがあ
るのであるが，そのような『資本論』理解に対応して，『資本論』に続いて展
開される理論も，「諸資本の競争」＝「産業循環論」であるとするものと，マルク
スの「経済学批判体系」プランにおける後半体系，「国家，外国貿易，世界市場と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）恐慌」であるとするものとが主張されることになったのである。
（8）　「再生産と競争⊥「構造論と動態論」の関連性を問うという聞題は，いわゆる「プラ
　ン問題」の理解にも関わるものである。しかし，逢坂氏は，「プラン問題」について，「合
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　これに対して，逢坂氏が全く別個の理論体系を構想されているものとすれ
ば，そのような「理論領域」とは，未だ展開されたことはなく，確かに全く
「未知」のものなのである。逢坂氏の構想される理論体系が如何に従来の恐
慌・産業循環の理論体系を越えるものであるかということは，逢坂氏における
その理論内容の具体的な展開を，従って，本格的な，「序論」ではない産業循
環分析の展開を待つ以外に判断しかねるものである。
2）利潤率の傾向的低下の法則の「二面的性格」
　逢坂氏は，資本制生産の考察の方法論上の問題として，「静態と動態，体制
と循環，構造と機能といった論理形式のもとに，双方を事実上別々の世界と
して区別するような二元論」は，「現実が二元的でないこと」を考慮すれば，
「不条理」であるとされ，そのような方法論上の「難点」を克服するために
も「利潤率の傾向的低下の法則」（以下単に「法則」とする）の論理構造を検
討する必要があるとされる。それは，「法則」を「それ自身のうちに矛盾する
2つの論理を孕んだ『一個の法則』」として理解する」（［5］309頁）ことに
よって果たされるということであり，「法則」を「二面的性格」において展開
するものとして理解することが必要であるということである。逢坂氏は，「法
則」のそのような理解こそは，「法則」の「弁証法的認識」（［5］309頁）で
あるとされるのである。
来の『プラン問題』の既成概念から逸脱したいうなれば第3の立場」（［5］354頁）とい
うものを主張されているのである。「問題は，『資本論』体系が恐慌論をどのような意味
で含み，またどのような意味において含まないかという点をまず考えてみることではな
かろうか」（［5］354頁）とされるのである。「プラン問題」とは現行『資本論』の体系
がマルクスの当初の「経済学批判体系」プランにおける「資本一般」編であるのか，「諸
資本の競争」＝産業循環論をも含むものであるのかということに関わる問題であったので
ある。それはまさしく『資本論』と恐慌論との関連を問うものであったのであるが，同
時に必然的に経済学の方法論に関わる問題を提起することになったのである。逢坂氏の
場合は，「プラン問題」そのものの意義が見失われているものといえよう。
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　かくて，「再生産」と「競争」の「有機的連繋」と「統一」を具体的に展開
するということは，「法則」の「内的諸矛盾」の展開過程を問題にするという
ことなのである。その前に，「二元論」的考察について簡単に言及しておこう。
構造分析と動態分析の理論的前提を明確にして，両者を区別して分析すると
いうことが「二元論」的考察であるとすれば，それ自体は誤りということで
はない。構造分析において解明される資本制生産の特質と動態分析において
解明される資本制生産の特質は明らかに相違しているのである。両者の分析
を区別することによって，そのような資本制生産の特徴を基本的なものとし
て析出することができるのである。構造分析と動態分析との区別は，資本制
生産の「現実が二元的」であるとして理解することによるものでないことは
当然である。循環的に変動しながら発展する資本制生産が現実なのであるが，
そのような資本制生産の現実的展開を理論的に再構成することが要請されて
いる課題なのである。現実の資本制生産の総体的把握ということが理論研究
の課題なのである。複雑で多様性の総括である現実の資本制生産の把握が如
何に総体的になされるかということが問題なのである。そのような現実的資
本制生産の総体的把握における第一次接近として構造分析と動態分析を理論
的に区別するということは不可欠なことである。従来の所説において，或は，
既に検討した高須賀氏の所説において見たように構造論と動態論とが全く異
次元的に分離されてしまい，構造論と動態論の「円環的関係」の把握の必然
性が強調されながらも，その両者を如何に「円環的関係」におけるものとし
て展開するかを具体的に議論されることのなかったことが問題にされねばな
らないのである。そのような聞題と構造論と動態論を理論的に区別した上で，
両者の「円環的関係」を考えることとは問題の性質が全く相違しているので
ある。
　ところで，逢坂氏は，次のように「法則」はそれ自身のうちに「相矛盾し
た二面的性格」を内具するものとして理解きれねばならないとされている。
　「この低下法則はそれ自身の論理的展開のうちに，一方では，生産力の発
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展をいわば無限に推進していくような総資本の加速的蓄積と集積の事態一従
って利潤量の絶対的増大を伴うところの一を，だが他方では，過剰生産や恐
慌或は過剰資本を促進して当の蓄積過程をむしろ停滞へと導くような，前者
とは全く矛盾するこの生産様式の制限性を，じつにこの両面をともに本質と
して含んでいるということ，かくして，この法則は以上のような二面性にお
いてまず把握されねばならない」（［5］149～50頁）。
　逢坂氏は，「法則」が「構造と動態との複眼的視座を矛盾的に内包している」
ということは，長期的な資本蓄積と循環的な資本蓄積という二様の資本蓄積
の運動として顕在化するものとされるのであるが，このこ様の資本蓄積の対
立的形姿が「二面的性格」であるとされるのである。そこでの問題は，社会
的総資本において結果として達成されていく「加速的蓄積」を停滞に導くも
のが過剰生産や恐慌であるとされていることにあるのであるが，それは，「法
則」の「二面的性格」を「資本に内在する相矛盾した二面的性格が利潤率の
低下という同一事象のなかに自らを外在化」（［5］141頁）したものとして理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cs））解されているそのことによって結果したのである。
　ここで，資本に内在する「二面的性格」とは，資本がその本性としての価
値増殖のために無制限的に生産力を拡大しようとすることにおいて発展の「普
遍的傾向」をもっということと，これに対して，資本はそれ自体として「労
働と価値増殖」に対して「特殊的な制限性」を措定するということである。
そのような資本そのものを意味するものとしての資本における「二面的性格」
は，資本制生産の運動それ自体において顕現していくものとされねばならな
いのであり，それ故に，資本再生産の長期的な発展傾向と短期的な循環過程
（9）逢1坂氏が「法則」の二面的性格を強調されるのは，次のように「法則」の直接的適用
　において「現実的運動諸態様」を考察しうるとされていることと関係しているものとい
　えよう。「法則が日常の現実的過程のなかで如何に己を展開するか，といったその現実的
　運動諸態様の考察が必要である。法則は，歴史的体制法則に留まるのではなく，現実的
　過程の動態を捉える立場が必要である」（［5］149頁）。
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の夫々において論定され，ねばならないのである。
　資本が「生きた矛盾」として，矛盾的存在として規定されるのは，その「二
面的性格」が統一的に把握されることによるのである。しかし，逢坂氏は，
資本の「二面的性格」を資本制生産の考察における分析視角に対応するもの
とされるのであワ，「一方では資本の本性としての『普遍的な傾向』をいわゆ
る『総過程』の次元で展開するものとしての，利潤率の漸進的低下と利潤量
増大を含む加速的蓄積との相互促進的進行の論理」として現象するものとさ
れ，「他方では資本の『特殊的な制限性』を『総過程』の次元で開示するもの
としての，利潤率の低下とそれに伴う過剰生産や恐慌，或は過剰資本の形成
の論理」（［5］150頁）として現象するとされて，資本の「二面的性格」が「法
則」の「二面的性格」として対応的に現象するものとされているのである。
それは，資本の矛盾性を規定する諸契機を分離して，固定的なものとした上
で，両者を対立するものとして「統一」するということにおいて「矛盾」を
見ようということなのである。
　かくて，逢坂氏は，「法則」の「二面的性格」は，その「内的諸矛盾の展開」
過程として，「一方での利潤率低下と加速的蓄積，他方での利潤率低下と過剰
蓄積したがって蓄積の収縮，停頓」（［5］443頁）という矛盾する過程として
現象せしめられることになるとされるのである。即ち，「法則」の展開過程と
は，「生産力の発展を基軸として加速的蓄積と利潤率の低下傾向との共生過程」
と，「同じく生産力の発展を契機に生じた過剰蓄積によって利潤率が突然大き
く急落し，そのために今度は蓄積の急激な収縮や停滞が一挙に生じて再生産
を撹乱する，といったクリティカルな過程」（［5］443頁）という理論的性格
を異にする資本蓄積の長期的運動過程と循環的運動過程の二過程を内包する
ものとして規定されているのである。この「矛盾の事態の転変」の過程を「諸
資本の競争」を基調として，「再生産の条件」を考慮に入れて考察することが
「再生産と競争」の「有機的連繋」と「統一」の具体的な内容を意味してい
るものといえよう。それ故，そこでの問題は，「矛盾の事態の転変」の過程を
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如何に具体的に展開するかということにあるのである。
　ところで，マルクスは，（一般的）利潤率と蓄積の関係について，次のよう
に指摘している。
　「利潤率の低下と加速的蓄積とは，両方とも生産力の発展を表わしている
限りでは，同じ過程の別々の表現でしかない。蓄積は又，それにつれて大規
模な労働の集積が起こり，従ってまた資本構成の高度化が起きる限りでは，
利潤率の低下を促進する。他方，利潤率の低下は又，資本の集積を促進し，
そして，小資本家達からの収奪により，また最後に残った直接生産者達から
もまだなにか取り上げるものがあればそれを取り上げることによって，資本
の集中を促進する。これによって，他面では，蓄積もその率は利潤率と共に
低下するにもかかわらず，量から見れば促進される」（Kap．3。269）。
　ここでは，生産力の発展を伴う加速的蓄積は利潤率低下を惹起し，その低
下が資本の集中を促すとされているのであるが，これに対して，逢坂氏は，
ここでマルクスが問題にしていることは，「（一般的）利潤率の低下と加速的
蓄積とは，両者が相互に規定しあって生産力の発展を促進する」（［5］140頁）
ということであるとされるのである。しかし，そこでの利潤率と加速的蓄積
とは長期的過程におけるもののことであり，（一般的）利潤率の低下によって
蓄積が加速されるということが問題にされているわけではないのである。社
会的総資本において生産力の発展を伴う蓄積とは，一般的利潤率の低下と利
潤量の増大を結果するものとして行われるのであるが，その際資本構成の
高度化によって雇傭労働量が相対的に減少するにも関わらず利潤量の増大を
結果したのは，蓄積が量と率において加速的に行われたことによるのである。
それ故，生産力の発展によって低下した（一般的）利潤率が刺激となって資
本蓄積が加速度的に増大せしめられるということが問題にされているわけで
はないのである。少なくとも，資本蓄積の運動に対して利潤率が刺激として
作用するのは，それが上昇する場合であり，低下する場合ではないのである。
逢坂氏が一般的利潤率の低下によって，その率の低下を量の増大で償うもの
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として社会的総資本が蓄積を加速させることとして理解されていることにこ
そ問題が存しているのである。ここで，一般的利潤率の低下を生み出すのは，
生産力の発展を無限に推進していくような総資本の加速的蓄積の運動である
が，それが資本量の増大を伴なうが故に，利潤量の増大も生じるのである。
しかし，ここで問題にされているような加速的蓄積とは，資本蓄積の循環的
変動の過程を通して，結果として惹起されていくもののことであり，資本制
生産の長期的発展傾向に関わることである。長期的発展過程というような考
察対象の下では，資本制生産であるとはいえ，生産力の発展は無限界である
かのように現われるのである。即ち，長期的動態論の問題としては，社会的
総資本における生産力の発展を阻止する要因を内生的に確定することはでき
ないのである。生産力の発展が結果として問題にされる限り，その発展が無
限界であると想定することは理論的に必要なことである。それ故，そのよう
な資本制生産の長期的過程に関わる「加速的蓄積を制約する諸契機」（［5］
！36頁）を探し求めることは無駄な努力であったのである。これに対して，過
剰生産や恐慌を促進するような資本蓄積の運動とは個別的諸資本間の競争的
関係の下で展開される循環的変動の過程におけるもののことである。資本蓄
積の循環的変動の過程において，資本にとって最も理想的な状況とされる好
況過程が一定期間持続し，しかし，その後に過剰生産や恐慌が必然的に生じ
るということが解明されるべき課題であったのである。それ故，長期的動態
因としての生産力の発展によって循環運動に関わる恐慌の必然性を論定され
ようとする試みは，構造論と動態論の因果関係を逆に理解したことの結果で
あり，生産力の発展についての資本制的特殊性の無理解に基くものである。
　逢坂氏が「法則」の「二面的性格」とされ，それによって「矛盾する事態」
が惹起されるとされていることは，資本蓄積の長期的動態過程と短期的な循
環的変動過程という理論的規定を異にする二様の資本蓄積の運動が，「法則」
によって生み出されるという理解によるものであるが，その資本蓄積の運動
様式の相違することを「矛盾」として規定されたのである。確かに，「法則」
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の展開過程は，資本制生産の運動過程である限り，「矛盾の展開」過程として
規定されねばならないのである。しかし，それは，「法則」が理論的規定を異
にする二様の資本蓄積の運動を生み出すものとして理解することによるもの
ではないのである。分析視角を異にする二様の資本蓄積の動態が「利潤率低
下という同一事象のうちに矛心的に統一されて捉えられる」（［5］142頁）と
いう逢坂氏における資本制生産の矛盾把握に問題が存していたのである。
　しかし，長期的に，結果として達成されていく総資本の加速的蓄積の運動
と過剰生産や恐慌を促進するような資本蓄積の運動との両者の間には分析視
角の相違が存するとはいえ，「矛盾」とされるような関係が存在しないのであ
る。資本蓄積の運動について「矛盾」を言うとすれば，資本蓄積の循環的変
動においても，更には資本蓄積の長期的動態においても論じられねばならな
いのである。資本蓄積の運動が恐慌によって中断される循環的変動の過程に
おいて自己を展開するのはまさしく資本制生産に固有な内在的矛盾の現実的
展開として理解されることによるものである。資本蓄積の循環的変動そのも
のが資本制生産の矛盾によって生み出されたものなのである。資本制生産の
加速的な増大過程は，資本において最も理想的な状況であるとはいえ，それ
は同時に資本制生産の諸矛盾の累積的増大過程であることによって，その諸
矛盾の集中的爆発を不可避とするのであり，過剰生産の形態における恐慌を
必然的に発生せしめることになるのである。そのような恐慌による中断を必
然的なものとする資本蓄積の運動の展開形態においてこそ資本制生産の矛盾
の発現が論定される必要があるのである。
　これに対して，資本制生産のもとで生産力の発展が達成されていくのは，
資本制生産の長期的な過程においてであるが，しかし，そのような長期的過
程における生産力の発展とは，一方では大衆の個人的消費の犠牲において，
他方では旧来の生産力の強制的破棄という犠牲によって達成されていくので
あり，それ故に，資本制生産における生産力の発展の歴史的特殊性が論定さ
れうるのである。逢坂氏は，資本蓄積の長期的，傾向的過程と短期的，循環
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的過程とが「矛盾」するものとされるのであるが，それは資本蓄積について
の二様の分析視角が相違するということを指摘したにすぎないのである。そ
のような資本制生産における運動の「矛盾」把握が大きく誤っていたことに
よって生産力の発展を伴う長期的傾向的過程自体が資本制生産の矛盾の故に
生み出す構造的特性も論定されえないのである。それは，第一には，相対的
過剰人口を構造的に定置していくということであり，第二には，第1部門の
不均等に急速な発展の過程として展開するということであり，更には，一般
的利潤率を傾向的に低下せしめていくことになるのであるが，そのような資
本制生産の矛盾の現実的展開の態様の意義を明確にすることが必要なのであ
る。
　ところで，この「法則」の「二面的性格」に関連して，逢坂氏は，それは，
「法則」が「それ自身の論理的展開のうちに，…　長期的傾向性と循環的変動
という資本蓄積の二面性をともに本質として含んでいる」ということであり，
「それはただ，長期と短期といったいわば時間の問題だけではなく，この法
則がそのなかに矛盾を孕んでいるものとしてダイナミックに把握されている」
（［5］141頁）ということを意味しているとされている。そこでは，「法則」
が分析視角を異にする二様の資本蓄積の運動の「『原因』ないしは『動因』」
（〔5］282頁）として規定されているのである。即ち，一方での社会的総資
本における生産力の上昇の「結果」として惹起される（一般的）利潤率の低
下と，他方での資本蓄積の循環的変動の過程における（市場）利潤率の低下
とが共に「法則」によって生み出されるということなのである。「法則」によ
って長期的な資本蓄積の動態と短期的な資本蓄積の循環的変動の過程という
全く相違する二様の資本蓄積の動態が惹起されるということなのである。
　しかし，「長期的傾向性」と「循環的変動」という前提条件を異にする資本
蓄積の二様の運動過程とは，資本制生産において二種類の資本蓄積が行なわ
れるということではない。個別資本が利潤追求を唯一の推進動機として生産
活動を行ない，資本蓄積を行なうということ，従って，新鋭の機械設備の導
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入を図るということ，このことのみが現実に行なわれる資本蓄積の運動なの
である。その資本蓄積の運動を一定期間の問題として，産業循環の一周期と
いう短期における考察と産業循環の一周期を結果として，数周期に亙る長期
における考察とに区別して問題にするということが，分析視角を異にするも
のとして論定された二様の資本蓄積の運動ということなのである。それ故，
二様の資本蓄積の運動が共に「法則」によって生み出されていくということ
は，その両者の関連を全く無視していることによるものである。
　ところで，「法則」そのものは，「労働の社会的生産力の発展の進行を表わ
す資本主義的生産様式に特有な表現」（Kap．3．　240）なのであり，社会的総資
本における生産力の上昇が「結果」として示されたものである。それ故にこ
そ，「法則」は，資本制生産の下における生産力の上昇の特有な発現形態とし
て規定されているのである。一般に，法則とは一定の条件の下で成立する必
然的な関係のことを言うとすれば，ここでの利潤率の傾向的低下の法則とい
うことも，社会的総資本における生産力の発展という条件の下で一般的利潤
率が必然的に低下するという関係におけるものとして理解されねばならない
ものといえよう。これに対して，そのような社会的総資本における生産力の
上昇を達成していく現実的な資本蓄積の過程とは，恐慌や過剰生産を必然的
に伴いながら進展するものとしての資本蓄積の循環的変動の過程である。資
本蓄積とは，本来，個別資本における利潤追求としてしか行なわれえないの
であるが，それを結果として考察するということが資本制生産の長期的傾向
性の分析なのである。社会的総資本が独自の運動主体として加速的蓄積を行
うということではないのである。
　それ故，資本蓄積の循環的変動の過程における個別資本による特別剰余価
値を唯一の推進動機とする生産力の上昇を通して，更には恐慌における既成
の生産力の破壊という犠牲が強制されることによって，結果として社会の支
配的な生産力水準の上昇が達成されていくことになるのである。そのような
社会的総資本の生産力の上昇の現実的過程を機構的に明らかにすることが循
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環的変動分析の課題なのである。それ故，「法則」の「二面的性格」もこのよ
うな資本制生産の下における生産力の上昇の特殊性に関わるものとして理解
されねばならないものといえよう。換言すれば，「法則」そのものを措定する
資本蓄積の長期的傾向性に関わる運動の分析と，「法則」を成立せしめるもの
としての資本蓄積の循環的変動の分析とは区別されねばならないのであり，
その区別の上で両者を関連づけるものを問うという論理構成を採ることによ
って，本来の意味において一般的利潤率の低下が法則として論定されること
になるということなのである。
　「法則」そのものが論定されるのは，生産力の発展を伴って加速的蓄積と
して展開する長期的，傾向的な運動の過程においてであり，産業循環の一周
期を通して達成されていく資本蓄積の長期的な動態過程を考察することによ
ってである。これに対して，過剰生産や恐慌を必然化せしめる資本蓄積の過
程の考察とは，短期的，循環的な資本蓄積の運動を問題にするということな
のであり，産業循環の局面分析に関わるものである。この二様の資本蓄積の
運動は明らかに理論的前提を異にするものである。それらは，逢坂氏が誤解
されたように二種類の資本蓄積の運動として「矛盾」的関係にあるわけでは
なく，考察対象が相違するということにすぎないのである。従って，「法則」
が「矛盾した二面性を内具している」（［5］188頁）として規定されているこ
とも，「構造と動態」，「トレンドとサイクル」として把握される資本蓄積の運
動が，運動形態としては相違しているということを言うにすぎないのである。
逢坂氏が「法則」を「二面的性格」における「矛盾」を孕んだ「法則」とし
て規定することができたのは，需要と供給の均衡と不均衡という理論的前提
を異にする構造的分析と動態的分析とが「統一」されるものとして理解され
たためである。しかし，そのような「統一」は，理論的厳密性の必要とされ
る資本制生産の一般的研究においては不可能である。
　かくて，「法則」の「内的矛盾の展開」過程．を「競争論」において再構成し
ようとする場合には，利潤率の動態について，資本蓄積の長期的動態分析に
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関わるものとしての一般的利潤率の動態と，短期的な産業循環過程の分析に
関わり，市場価格範疇に属するものとしての市場利潤率の動態とが区別され
ねばならないのである。その両者が範疇的に相違するものとして明確に区別
されなかったところに，逢坂氏の誤りの原因が存したのである。ここで，こ
の点について，もう一度見ておこう。
　逢坂氏は，利潤率の運動を一般的利潤率と市場利潤率との二様のものに区
別することについて，次のように批判されているのである。
　「もしこの両者（範疇的に異った2種類の「利潤率の低下」＝一般的利潤率
の低下と市場利潤率の低下…引用者）をただ別個のものとして峻別するだけ
でその関連性を問わないならば，そこには，異質な2種類の利潤率を規定す
る現実的過程が互いに無関係なまま別々に存在していて，いわば二元論的世
界を構成していることにならないであろうか。だが，現実のこうした二元論
的解釈がいかに不条理であるか，それはマルクスによっていかに克服された
か，・・恐らくこのような二元論的思考こそは，多くの人の判断力を狂わせて，
『この法則』がそれ自身のうちに矛盾する2つの論理（＝現実）を孕んだ「1
個の法則」であるということの理解を妨げてきた」（［5］437頁）。
　ここで，まず一般的利潤率と市場利潤率を範疇的に相違するものとして理
論的に「峻別」することと，両者を規定する資本蓄積の「現実的過程」を「互
いに無関係なまま別々に存在」しているものとして把握しようとすることと
は別の問題であることが指摘されねばならないといえよう。資本蓄積の「現
実的過程」とは，市場価格の変動によって市場利潤率が絶えず運動して行く
ものとされる産業循環の局面に関わる過程のことである。これに対して，一
般的利潤率の動態とはその市場利潤率の変動によって惹起された資本蓄積の
動態的過程を結果として把握することにおいて概念規定されるものであり，
それ故，理念的にのみ析出されるものなのである。産業循環過程における市
場利潤率の動態を通して，一方では利潤の追求を唯一の推進動機として，個
別資本による新鋭の機械設備の導入が行なわれ，他方では旧来の機械設備は
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強制的に破棄されることになるのであるが，そのような過程こそが資本制生
産の下における生産力の発展の現実的過程なのである。しかし，そのように
一方で生産力の発展が個別的に行なわれ，他方で既存の生産力が強制的に破
棄されるということがあるとしても，社会全体として，一定期間を総括的に
把握すれば生産力の発展が達成されていくことを言うことができるのであり，
そのことを論定するのが資本蓄積の長期的分析における課題なのである。そ
れ故，一般的利潤率と市場利潤率を区別し，その動態を別個に展開すること
は，それがたとえ現実の「二元論的解釈」であるとしても，現実の資本制生
産の総体的把握への第一次接近としての意味をもつのである。その点からし
ても，利潤率の動態を二様のものとして区別することは不可欠なのであり，
逢坂氏においてその点の重要性が認識されえなかったところに，市場利潤率
の動態の機構的解明という課題も独自的に設定されえないことになったので
ある。
　一般的利潤率の低下が恐慌を惹起するものでないことは，その概念規定に
よるものである。一般的利潤率とは，感性的なものとして，現象的に確定さ
れうるものとしてあるのではなく，理念的に表象されうるものであり，分析
によって析出されるものである。即ち，「一般的利潤率そのものは，ただ利潤
の最低限界として現われるだけで，現実の利潤率の経験的な，直接目に見え
る姿としては現われない」（Kap．3．　402）という性格のものなのである。一般
的利潤率は，「直接に与えられた事実として現われるのではなく，研究によっ
て始めて確定されるべき，反対の方向への諸変動の均等化の最後の結果とし
て現われる」（Kap．3．402）ものなのである。ここで指摘されている「最後の
結果」とは，社会的総資本の一生命循環を示す産業循環の一周期を総体とし
て考察するということである。一般的利潤率は，資本蓄積の周期的に変動す
る現実的な運動を長期的に，総括的に考察した時に，始めて与えられること
になるということである。
　かくて，一般的利潤率の変動が意味していることは，産業循環の一周期に
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おいて，社会的総資本における生産過程の内部に生じた生産条件の変化とい
うことである。生産条件の変化は，絶えず生じているとしても，それが社会
総体としての生産条件の変化として規定されるためには恐慌という媒介が必
要なのであり，一定期間についての平均としてのみ確定することができるの
である。それ故，一般的利潤率の低下ということは，市場利潤率の変動とい
う感性的現象の背後に存する基本的事象を説明したものとして把握される必
要があるのである。一般的利潤率の低下が「法則」として規定されるのは，
資本主義的形態における生産力の発展の結果として，それが必然的に惹起さ
れるという意味においてのことである。
　勿論二様の利潤率の動態を区別するだけで「法則」の本来的な論定が可
能であるということではない。一般的利潤率の運動と市場利潤率の運動の「関
連」が問われねばならないのである。二様の利潤率の関連を明らかにするた
めに必要なことは，一方では，市場利潤率の動態が個別資本における生産力
の上昇を規定する要因であることを解明することであり，他方では，社会的
総資本の生産力の上昇が恐慌を劃期としてのみ達成されるということを解明
することである。一般的利潤率についての運動の分析は，産業循環過程の機
構的分析によって補完されねばならないということは，この点の解明の必要
性を指摘したものである。その意味で，『資本論』第3部の第13章は「法則」
そめものの成立を問題にしているのに対して，第15章はその第13章を「補完」
するものとして，「法則」の成立を資本蓄積の運動の現実的機構を通して解明
するという関係にあるものとすることができるのである。この点については，
本節の最：後でもう一度簡単に言及することにする。
　かくて，利潤率を範疇的に相違する二様のものとして区別し，その区別の
上に両者の関連性を問うということは，資本制生産の理論的分析において必
要不可欠なことであるといえよう。範疇的に相違する二様の利潤率を区別し
ないで，社会的総資本において資本蓄積の運動の結果として把握される一般
的利潤率の運動のみを問題にすることによって，産業循環過程の分析が果た
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されねばならないとするのは，相異なる理論的前提の無限定的「統一」とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）う理論研究における重大な錯誤を結果することになるのである。
　ところで，逢坂氏は，資本蓄積の長期的分析と短期的分析とは単に「時間
の問題」にすぎないとされる。そこでは，資本制生産の一般的，理論的分析
に際しての「時間」の問題の取り扱いについての無理解が存するものといえ
よう。資本制生産について，資本蓄積の長期的分析視角と短期的分析視角と
において考察するということは，当然にも「時間の問題」に関わることなの
であるが，それは，単に物理的時間の長さに関わる問題ではないのである。
長期的ということは，産業循環の一周期全体を通しての考察に関わる時間で
あり，産業循環の数周期に関わるという意味において長期的ということなの
である。そこでは，産業循環の一周期とは，資本の運動の基本的単位とみな
されているのであり，資本の運動の基本的期間を単位として資本蓄積の運動
を考察するということなのである。これに対して，短期的ということは，産
業循環の局面分析に関わる時間の問題なのであり，局面の基本的特徴，局面
転換の必然性に関わる考察が行なわれるという意味において短期的というこ
となのである。資本制経済を理論的に分析しようとする場合，時間を問題に
するということは，資本蓄積の時系列的変動状況を考察対象とするというこ
とである。いわゆる動態論とは，まさしくこの「時間の問題」を理論分析に
積極的に取り入れるということである。その場合，その考察対象とされる時
間の長さが相違すれば，同じく資本蓄積の変動とはいえ，趨勢としての動態
（10）逢坂氏は，「いったい，一般的利潤率の低下という同一内容の一般法則が，果たして体
　制的なものと循環的なものとに区別されうるものであろうか」（［5］120頁）とされてい
　る。ここには，逢坂氏の問題そのものの無理解が示されているといえよう。一般的利潤
　率（体制的利潤率）の運動と市場利潤率（循環的利潤率）の運動を区別し，市場利潤率
　の循環的運動を通して，如何に一般的利潤率の運動とその低下が論定されるかを明らか
　にするということとして問題は提起されているのである。一般的利潤率の低下そのもの
　を体制的なものと循環的なものとに区別されようとしているのは一人逢坂氏のみなので
　ある。
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と循環としての変動とが区別されることになるのであD，それ故，分析方法
にも相違が生じることになるのである。資本蓄積の長期的分析と短期的分析
とは，物理的時間の長短に関わるとはいえ，そのことは同時に分析的方法の
相違をも含意するものとして理解されねばならないのである。
　：最後に，利潤率の傾向的低下の法則と恐慌の必然性の論定に関わる問題と
して，『資本論』第3部第13章と第15章の理論的連関性について見ておこう。
結論的に言えば，第13章においては，資本蓄積の長期的過程におけるものと
しての一般的利潤率の動態が問題にされているのであり，第15章では，産業
循環過程における市場利潤率の変動が問題とされているのである。とはいえ，
第15章の内容がそれほど理論的に一貫しているものとして論じられているわ
けではない。そこでは，「法則」が，一方では資本主義的生産の歴史的限界性
を示すものとして規定されながら，他方では周期的に発生してくる過剰生産
恐慌の基礎的契機としても規定されているのである。この資本蓄積の運動と
しては異質的なものが，「法則」の名のもとに包含せしめられていたところに，
これまで「法則」と啓慌について若干の混乱を生じさせてきた原因があった
のである。
　第15章において存在している利潤率の動態規定に関わる二面性は，1850年
代後半から60年代にかけてのマルクスの「恐慌と革命」の経済学と60年代後
半において展開される産業循環論的視角とが同時的に問題にされたことによ
るものである。50年代のマルクスにおいては，恐慌が必然的に革命をもたら
し，資本主義の崩壊へと直結するものとして理解されていたのである。この
ような事情のために第15章では，資本主義的生産の歴史的限界性を示すもの
としての「法則」が同時に革命の契機たる恐慌の基礎的要因とされたのであ
る。第3部の草稿執筆以後のマルクスの経済学研究の進展状況から判断すれ
ば，資本制生産の歴史的限界性の問題と過剰生産恐慌の必然性の論定とは一
応区別して展開された上で，改めて両者の連関を問うというように，『資本論』
第3部第3編は再構成されねばならないのである。それ故，第15章は，一般
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的利潤率の低下を必然的に惹起せしめる資本蓄積の現実的機構の問題として
整理され，再構成される必要があるのである。第13章と第15章においては共
に生産力の発展に関わることが問題にされているとはいえ，第13章では，生
産力の発展を結果として，それ故，社会的総資本におけるものとして問題に
される必要があるのであり，第15章では，個別的諸資本の競争関係を通して，
特別剰余価値を生み出しうるようなものとして高い生産力水準を意味する新
鋭の機械導入として問題にされる必要があるのである。第13章の「法則その
もの」に対して，第15章が「補完」としての意味をもつというのはそのよう
な意味においてのことである。
　逢坂氏は，「資本論』第3部第15章第2節「生産の拡大と価値増殖との衝突」
の主題に関連して，次のように指摘されている。
　「既に第13章で与えられた『法則そのもの』としての一般的利潤率の低下
が労働の社会的生産力の発展を機軸にした加速的蓄積過程の必然的な産物と
して直接措定されたものとすれば，他方では，しかし，その同じ法則が前者
の『法則そのもの』とは全く矛盾する事態を生みだすところの諸要因によっ
ても規定され，規制されているのであって（この法則の二面性に依り），それ
故に，こうした諸要因を，この法則の含む『内的諸矛盾』として改めて析出
し，そして展開すること，生産力の発展に基因するこれらの諸要因が他なら
ぬその生産力の発展と加速的蓄積に対して対立し，衝突し，そして姪桔とな
る次第を明らかにすること，かくして利潤率の突然の低下と蓄積過程の急激
な停滞とに至らしめる現実的諸関係をあらたに展開することを意図するもの
であった」（［5］189頁）。
　ここでは，第15章の主題が利潤率の突然の低下によって「蓄積過程の急激
な停滞」が惹起されることを解明することにあるとされているのである。蓄
積の停滞をもたらすものは市場利潤率の低下であり，しかも「突然の低下」
ということは一般的利潤率の運動においては想定されえないのであるが，そ
の点を措くとすれば，そこでは，第15章の主題把握として問題があるという
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ことではない。それ故，同じように，第15章では，「恐慌の必然性」が「利潤
率の低下法則との関連で，特に『この法則の内的矛盾の展開』に関わる過剰
資本という概念に基づいて示唆」（［5］120頁）されていると言うこともでき
るのであり，更には，「利潤率低下と加速的蓄積，そこから生じる過剰資本と
この生産様式の特有な制限性，第15章はこれらの関連を如何に捉えるかとい
った問題を基軸にして展開されている」（［5］144頁）とすることもできたの
である。しかし，逢坂氏の場合，第15章の主題を恐慌の必然性の論定にある
とすることが重要なのではなく，むしろ次のように，資本制生産の「歴史的
制限性」の解明こそが「直接の課題」であるとされるのである。
　「第15章は産業循環や恐慌の問題を直接の課題や研究対象とするものでは
なかった。…直接の課題は，資本主義的生産様式と労働の社会的生産諸力の
発展との，史的・唯物論的・対立と統一の問題であり，この生産様式におけ
る生産諸力のレーゾンデートルとその人類史的意義とを根底から解き明かす
ことであった。この直接の課題を，『利潤率の傾向的低下の法則』の展開に託
して，つまり生産民力の増進に規定され，かっこの増進を反映する限りでの
利潤率の変化とその『内的諸矛盾の展開』として解明された具体的・現実的
な態様でもって，説明することであった」（［5］340頁）。
　資本制生産の歴史的使命が生産力の加速的発展にあることは確かであり，
その発展の歴史的特殊性を解明することは，資本制生産の理論的研究におい
ては不可欠な課題である。しかし，それは，『資本論』全3部を通して行われ
ねばならない課題なのである。マルクスが『資本論』の課題であるとした「近
代社会の経済的運動法則」の解明において，それは果たされねばならないの
である。これに対して，恐慌の必然性の論定とはそのような課題を果たすた
めの一階梯なのである。資本蓄積の長期的考察と短期的考察との二様の考察
を通して，かの課題は解明されねばならないのである。それ故，第15章の「直
接の課題」が「産業循環や恐慌の問題」ではなく，いわば「唯物史観の論証」
（［5］7頁）であるとされるならば，全くの誤りではないにしても，第15章
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の主題把握としては誤りであるといえよう。それは，既に指摘したように，
第15章に存在している混乱の一面を一方的に強調したものであり，『資本論』
第3部の草稿を執筆していた当時のマルクスの理論的未成熟さを固定的に把
握したものでしかないのである。
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